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復習：４つの図表の役目

• ユースケース図

・具体的なシステム機能を表現

（受入→受入指示書、検収報告書）

• クラス図

・上記の機能を実現するためのシステム構造

• データモデル図

・データベースの構造

• シーケンス図

・クラスが持つシステム機能の使用順序



復習：システム化の工程と技法

• 上流工程（要件定義、外部設計）

・オブジェクト指向的な考えで、ＵＭＬを使用

・ビジネスシステムでは、データベース設計が必須

（クラスから属性を取り出しＤＢ化する）

• 下流工程（特に内部設計）

・開発効率、保守のし易さ、開発規模を少なく

・プログラムの部品化、再利用をすすめる

・差分プログラミングをすすめる

（モジュール化、フレームワーク化（ベースソフト））



復習：オブジェクト指向の適用可否
• 適用が向いているもの

・機器制御、ゲームソフト

• そのままでは、適用が向いていないもの

・ビジネスシステム用の情報システム

・属性部分は、データベース設計に使う

・操作部分については、システム機能の細分化により、

部品化や差分プログラミングを行う

（業務ロジック、ＤＢ操作、画面制御、データ検証、

認証機能、フォーマット変換、Ｅｘｃｅｌ出力・・・）

アイコンＡ

ｱｲｺﾝ名称
ｱｲｺﾝ形状

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ起動

ゲームの人物Ａ

人物名称
性格、パワー

人物の動作

---オブジェクトの名称

---オブジェクトの属性

---オブジェクトの操作
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１．１ 定義
①用語の整理
・インターネット・ビジネス （ネットビジネス）

－インターネット技術を使った新しい形態のビジネス

・ｅ-ｂｕｓｉｎｅｓｓｅ
－ＩＢＭが１９９７年１０月に提唱したもの。
－ネットワークコンピューティング技術を利用して
主要なビジネスプロセスを変革し、以下のことがらを
可能にすることを目的とする新しいビジネスを指す。

・競争力の強化
・市場の創造・拡大
・カスタマーロイヤリティの向上
・収益性の向上



・ｅビジネス、イー・ビジネス、
－ネットワーク技術を利用することにより、
モノ、サービス、情報、および知識の伝達と交換を
効率的におこなうことである。

（注）ｱｰｻｰｱﾝﾀﾞｰｾﾝの定義

・電子商取引（ＥＣ）
－商取引上の全ての段階で、公開されたネットワーク

を介して電子的に行う。
－米国では、１９９７年以降、国家戦略として電子

商取引を推進している。（ﾃﾞｼﾞﾀﾙｴｺﾉﾐｰの推進）
（規制緩和、民間主導、関税免除・・・）

以上、いずれも大差の無い、同じような意味をもっている。



② ＥＣの構成
• 広義のＥＣ

－電子商取引（Electronic Commerce）
－「商取引上のすべての段階で、公開された

ネットワークを介して、電子的に行う。」

EC（電子商取引）

標準化技術

ＴＣＰ／ＩＰ ＸＬＭ／ＳＧＭＬ 標準ＥＤＩ

ＰＯＳ ＥＯＳ

業界ＥＤＩ業界ＶＡＮ

ＥＣＲ ＱＲ

ＣＡＬＳ

Ｂ ＴＯ Ｂ

Ｂ ＴＯ Ｃ

電子マネー 認証ＳＴＥＰ

暗号化

ＢｔｏＢ ＢｔｏＣ （狭義のＥＣ）

ネットビジネスＳＣＭ

ＥＲＰ

ＣＲＭ



③日本のインターネット人口

• ｉモード携帯電話の普及で急速に増加

２００１年末で

５５９３万人 （普及率 ４４％）

８８５万人 （２００１年の増加数）

利用回線

ダイヤルアップ ４４．２％ （－８．２％）

ブロードバンド １４．９％ （＋８．０％）



④ビジネスモデルとモデリングの違い

・１９９９年１月、米国のビジネスモデル特許

を有効とする判例が出て以来、多くの事業者が

ビジネスモデルの特許を取得しはじめている。

－経営方式、業務遂行方式→ビジネスモデルと呼称

－主としてネットビジネスに関して呼ぶことが多い。

－特許庁（日本）では、ビジネス方法と呼ぶ。

・情報システム化を目的として、対象の分析、設計を

行うことをモデリングという。

その結果を、ビジネスの分析モデル、設計モデル等

という。



１．２ 日本における推進活動
• 従来はＥＤＩ導入推進が主であったが、最近では

ＥＣの推進活動が主になっている。

ＥＤＩ→ＣＡＬＳ→ＥＣの順に推進範囲を拡大

・ 標準化、標準コード採番、実証実験、教育、啓蒙

活動を実施している。

Ｂ２Ｂ：企業間電子商取引推進機構（ＪＥＣＡＬＳ）

ＥＤＩ：産業情報化推進センター（ＣＩＩ）

Ｂ２Ｃ：電子商取引実証推進協議会（ＥＣＯＭ）

（（財）日本情報処理開発協会の下部機構）

電子商取引推進センター（ECPC）

日本ＰＫＩフォーラム（JPKI）

（Japan Public KeyInflastructure）

電子商取引推進協議会（ECom）

ＥＤＩ推進協議会（ＪＥＤＩＣ）

統合：ＥＤＩ推進協議会（JEDIC）



ＥＣｏｍの組織図



日本ＰＫＩフォーラム http://www.ecom.jp/press/20020527_pki.ht
ml



補足：電子証明書の種類
• Ｗｅｂサーバー用

・これが一番、普及している
（日本ベリサイン、日本ジオトラスト、日本ビートラステッドジャパン・・・）

• 個人用
・私的な個人電子証明書

・必要ではあるが、費用がかかり、非常に少ない

・公的な個人電子証明書
・住民基本台帳を基盤に自治体で取り扱う

• 法人用
・私的な法人電子証明書

・各企業が認証局を開設できる

・公的な法人電子証明書
・法務省が商業登記認証局を設置



補足：各種の電子証明書
政府、自治体：
・電子入札

（府省、日本郵政公社、東京都、埼玉県、江戸川区）
（電子証明書の媒体→ＩＣカード、ＦＤＤ、ダウンロード）

・電子申請
（法人は電子商業登記、個人は住民基本台帳）

民間企業：
・電子手形サービス（信用中央金庫）

・電子登記サービス（日本司法書士連合会）

・電子契約書サービス（コンストラクションＥＣドットコム）

・社会保険事務サービス（全国社会保険労務士連合会）



補足：電子認証のための基盤
・ 公開鍵基盤ＰＫＩ（Public Key Infrastructure）

・公開鍵の暗号化技術、暗号電子メール

・電子証明書（デジタル証明書）の認証局サーバー

・ 電子政府、電子自治体の構成

中央政府認証基盤

ブリッジ

認証局

府省の
認証局

民間の認証基盤

民間の認証局

地方自治体の認証基盤

ブリッジ

認証局

公的な個人の
認証局

ブリッジ

認証局

各自治体の
認証局

商業登記認証局

法務省の認証基盤

・各認証局同士は

・ブリッジ認証局を介して

・電子証明書を確認する

民間企業

個
人



補足：民間の認証局

以下が、中央政府認証基盤のブリッジ局に

繋げることができる。 （２００４年末現在）

・日本認証サービス
・日本電子認証
・ＮＴＴアプリエ
・東北インフォメーションシステムズ
・帝国データバンク
・セコムトラストネット
・ジャパンネット
・四国電力
・中電ＣＴＩ

・日本商工会議所
・全国社会保険労務士連合会
・日本税理士会連合会
・日本司法書士連合会



１．３ インターネットビジネスの特徴
• ＩＴテクノロジー有ってのビジネス

－ネットワーク、デジタル技術、バーチャル

• 急速なＩＴ技術革新の連続

－ブロードバンド、ブラウザー、マルチメディア

• ビジネスモデルの急激な変化を伴う

－イノベーション、スピード、アジャイル（俊敏さ）

・ 地理的、時間的、文化的な制約が無い

－グローバル化が容易

• アイデア、創造性がキーのビジネス

－コアに集中、それ以外は思い切ったアウトソーシング

・ 見知らぬ企業、ヒトの間の取引

－認証、契約などの法務整備が必須



（付） アイデアが勝負
着眼点
・皆が欲していることに着目する。

・ただ売るのではなくて付加価値を高める。

・会員制にして、サービスの質を確保する。

米国の例：

・オープン・テーブル（http://www.opentable.com/home.asp）
・レストランの評価、予約

・個人の好みを記録、旅行客を確保

・ライドボード（http://www.rideboard.com/）
・同じ方面の旅行者を募り、安くすませる。
・安全確保のために、事前にチャットで話し合い。

・イーベイ（http://www.ebay.com/）
・オークション、有名メーカーの在庫品処分

・参加者の共同体意識（メールで情報交換）



（付） インターネットサービスの構造
ブロードバンドを使用するインターネットの普及
により、多くのインターネットサービスが出現したが、
まだまだ利用部分が少ない。

仮想店舗
（既存商店）

（デジタル書籍）
（教育コース）

（着メロ、ゲーム）
（音楽、映画）

（広告、調査、人材派遣）

無料の情報提供
（ニュース、お天気）

（統計資料、レポート、提言）
（辞書、デジタル書籍、講義メモ）

（イラスト、写真、美術品写真）
（ラジオ番組、テレビ番組）

場所の提供
（仮想商店街）

（オークション）
（マーケットプレイス）

公共サービス
（住民票発行）

（ビザ申請）
（税務申告）

プロバイダ
（メール、掲示板、会議室、ＭＬ、ＨＰ設置）

通信回線事業

ポータルサイト（検索エンジン、ＵＲＬ登録簿）

ドメイン名、認証局機器供給 ＯＳ、ミドルソフト供給 プログラム供給

通信回線の再販

レンタルサーバー

イ
ン
フ
ラ

利
用
部
分



（付）インフラサービス企業例
・機器の供給 コンピュータ（ＩＢＭ、ＨＰ、ＤＥＬＬ、ＮＥＣ、富士通、東芝、日立・・・）

プリンター（ＩＢＭ、ＨＰ、キャノン、エプソン、ＮＥＣ・・・）

モデム、ハブ（ＮＥＣ、Ｃｏｒｅｇａ、Ｂｕｆｆａｌｏ・・・）

・ＯＳ、 ＯＳ（ＭＳ（マイクロソフト）、アップル、ＳＵＮ、有志（Ｌｉｎｕｘ）・・・）
ミドルソフト ＤＢＭＳ（ＩＢＭ、オラクル、ＭＳ、有志（ＰｏｓｔｇｒｅＳＱＬ）・・・）

ＮＷ管理（ＩＢＭ、ＭＳ、アップル、ノベル、ＳＵＮ・・・）
ブラウザ（ＭＳ、Mozilla、Ｏｐｅｒａ、ｓａｆａｒｉ、Ｎｅｔｓｃａｐｅ・・・）

画像処理（ＭＳ、アップル、ＩＢＭ、Ａｄｏｂｅ・・・）
動画、音声処理（マクロメディア、ＲｅａｌＯｎｅ、ＭＳ・・・）
暗号化技術（ベリサイン、ロータス・・・）
自動翻訳 （富士通、マジカルゲート・・・）
音声認識 （ドラゴンシステムズ、ＩＢＭ、東芝、ＮＥＣ・・・）

・プログラム 文書処理（ＭＳ、ロータス、アップル、ジャストシステム・・・）

統合ソフト（ＳＡＰ、オラクル、Ｐｅｏｐｌｅ、Ｂａａｎ・・・）
そのほか膨大なソフト（メーカー、ソフト会社、専業ソフト会社・・・）

・ドメイン名 ＩＩＪ、ＧＭＯ-お名前ｃｏｍ、ＯＣＮ、ファーストネット・・・
・ＩＰアドレス ＩＩＪ、ＷＩＤＥ、インターリンク、メーカー、通信事業者、プロバイダ・・・

・電子認証局 日本ベリサイン、日本電子認証、ジャパンネット、ＧＭＯ、ＭＳＥ・・・



・通信回線事業 ・ＮＴＴ（東、西、コム、ドコモ、ＭＥ）、日本テレコム、ＫＤＤＩ、
・ボーダフォン、東京電力、パワードコム、メディア、平成電電、
・ソフトバンクＢＢ、ぷらら、アッカ、イーアクセス、アルフィー・・
・各地のケーブルテレビ会社

・総合ネット企業 ・ヤフー、楽天、ライブドア、デジタルガレージ、ＧＭＯ・・・

・プロバイダ ・ｎｉｆｔｙ、ＢＩＧＬＯＢＥ、ＯＣＮ、ＤＩＯＮ、Ｓｏ-ｎｅｔ、ヤフーＢＢ・・・

・レンタルサーバー ・ＧＭＯ、レンサバ本舗、カゴヤ、アイル、リンククラブ・・・
・ポータルサイト ・ヤフー、楽天、ライブドア、デジタルガレージ、ＧＭＯ、

・ｎｉｆｔｙ、ＢＩＧＬＯＢＥ、ＯＣＮ、ＤＩＯＮ、
・Ａｌｌ Ａｂｏｕｔ Ｊａｐａｎ、ﾌﾚｯｼｭＥｙｅ、Ｌｙｃｏｓ、Ｉｎｆｏｓｅｅｋ・・・

・仮想店舗 ・地酒タナカ、焼き物あんぜりか、ハートフル・・・
・デジタル書籍 ・サンライズ、ＢＯＯＫ-ＣＨＡＳＥ、１０ｄａｙｓｂｏｏｋ、パブリ・・・
・ｅ－教育コース ・ＢｉｓＣｕｅ、ＮＴＴ・・・（ＱＵＩＣＫ、価格コム・・・）
・着メロ ・フォーサイド、インデックス、サイバード・・・
・携帯用ゲーム ・Ｇモード、フロムソフトウェア、日本ファルコム・・・
・音楽、映画 ・Ｊストリーム、ヤフー、ライブドア・・・
・ネット広告 ・サーバーエージェント、バリュークリック、まぐまぐ、メルテン
・人材派遣 ・エンジャパン、モック（飲食店）・・・
・仮想商店街 ・楽天、Ｅストア、＠ｎｉｆｔｙストア、ストアｍｉｘ・・・

（付） コンテンツ企業例



（付）ネット専門企業の実績
（２００２年２月２７日、日経新聞）



１．４ インターネット・ビジネスの種類

①インターネット・ビジネス特有のもの

・インターネット店舗

－低コストで開業が可能

－店舗・倉庫不要、在庫不要

－新商品登録、商品説明がいつでも可能

・インターネット広告

－有名サイトに広告を掲載

－サーチエンジンは広告媒体として有望

－バナー広告、メール広告



• マス・カスタマイゼーション

－大マーケットでもカスタム商品が可能

－ＢＴＳからＢＴＯへ転換

（Ｂｕｉｌｄ ｔｏ Ｓｔｏｃｋ）→→→（ Ｂｕｉｌｄ ｔｏ Ｏｒｄｅｒ ）

－ＤＥＬＬの直接販売方式

• ネットオークション

－個人間売買、在庫処分

－ｅベイ、楽天市場、Ｙａｈｏｏ

• リバース・オークション

－消費者が指値して、業者がそれに応える

－航空券、ホテル、自動車、住宅、保険、パソコン

－米国プライスライン社



• インターネット調達
－購買業務のスリム化、迅速化
－競争原理による低コスト調達
－原材料、汎用部品、オフィス用品、修理、保守・・・

• 情報仲介業（information＋intermediary）
－豊富な商品情報により購入希望者を発掘
－オートバイテル（自動車）、ｉｓｉｚｅ（引越し見積り）

• ゼロマージンモデル
－広告収入により、利用者には無償で提供

（インターネット接続サービス、サーチエンジン、
オンライン・アルバム・・・）

・ ｅ－ラーニング

－教育ビジネスとして、導入が始まっている。
－ビジネス以外でもトライアルが始まっている。



事例： カスタム商品
大量生産でありながら、消費者一人一人に合った商品を提供する。

もともと手作りが主流
（洋服、くつ、帽子・・・）

規格品の大量生産、大量消費

消費者の希望通りにカスタマイズ ・ＤＥＬＬのパソコン（物流とシステムを徹底）

・ＬＥＶＩのジーンズ

・マツダのロードスター

インターネットでお客と企業を結び、受注～製造～配送を自動化

消費者 インターネット Ｗｅｂサーバー 情報システム

（オーダ受理、製造指示、

出荷指示）



事例： ｅ－ラーニング
・ＩＴ技術を利用してネットワークで行う遠隔教育のこと。

・インターネットを使ったWBT(Web Based Training)が主流。

・最もＩＴ技術を生かした利用方法の一つで、学習者の都合、場所、理解度に

合った教育、Ｑ＆Ａが可能となる。（通信教育との差）

・オンデマンド型、リアルタイム型がある。

・教材作成、Ｑ＆Ａへの準備で、普及にはしばらく時間がかかる。

適用例：
・企業内の研修は普及済み（自社、もしくはアウトソーシングで運営）

・ＩＴ関連知識の習得 （ＩＢＭの社内教育が有名）

・企業の必須知識の習得（商品知識、営業の進めかた、・・・）

・ＢｉｓＣｕｅ （http://www.shubiki.co.jp/sctjst.html）
・ＮＴＴのｅ－キューブラーニング（http://e-cube.ne.jp/Start.asp）

・学校教育の現場では、試行レベル。

・信州大学、インターネット大学院（http://cai.cs.shinshu-u.ac.jp/sugsi/）
・佐賀大学（http://netwalkers.pd.saga-u.ac.jp/）
・ＷＩＤＥネット実験大学（http://www.soi.wide.ad.jp/contents.html）
・ＭＩＴのオープンコース・ウェア（http://ocw.mit.edu/index.html）



②機能による分類
・ネット販売

・ネット店舗（ショップ）--書籍、株式

・ネット営業・広告-------顧客を見つける

・ネット受注--------------注文を受ける（ｱｽｸﾙ）

・eマーケットプレイス--取引所（鉄鋼･建材･部品）

・ネット調達
・ネット発注--------------ＷｅｂＥＤＩ

・ネット入札--------------資材を入札制度で購入

・eマーケットプレイス購買--ﾏｰｹｯﾄﾌﾟﾚｲｽで購入



・ネットサービス （急速に拡大中）
・情報提供---------------コンテンツを提供

写真、ニュース、
アニメ、曲
ｻｰﾁｴﾝｼﾞﾝ、辞書、翻訳・・・

・情報仲介---------------購入希望情報を仲介
・ネット取引--------------株式、先物商品、銀行
・場所の提供------------ﾋﾞｼﾞﾈｽの場を提供

ﾓｰﾙ、ｅﾏｰｹｯﾄﾌﾟﾚｲｽ、
ｵｰｸｼｮﾝ

② （続き）機能による分類



１．５ 必要なＩＴテクノロジー
・Ｂ２Ｂ（ Business to Business ）

－ＴＣＰ／ＩＰ、ネットワーク構築、ＥＤＩ、
－ﾃﾞｰﾀﾚﾍﾞﾙの連携（ＸＭＬ、ＸＳＬ、ＸＳＱＬ・・・）
－データベース（ＤＢＭＳ）
－ｻｰﾊﾞｰ(ﾎｽﾄ連携、Ｗｅｂｻｰﾊﾞｰ、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｻｰﾊﾞｰ、

DBMS、Java、JavaBeans、ＯＳ・・・)
－インターフェース（ＦＴＰ、ＨＴＴＰＳ、ＳＭＴＰ、メッセージ・

キューイング・・・）
－ｾｷｭﾘﾃｨ（VPN、SSL、電子証明書・・・）

・Ｂ２Ｃ（Business to Customer）
－ＴＣＰ／ＩＰ、ネットワーク構築
－ｻｰﾊﾞｰ(Ｗｅｂｻｰﾊﾞｰ、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｻｰﾊﾞｰ、

DBMS、Java、JavaBeans、ＯＳ・・・)
－ｾｷｭﾘﾃｨ（Ｆｉｒｅ Ｗａｌｌ、VPN、SSL、電子証明書、電子マネー・・・）
－ﾕｰｻﾞｰｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ（i-mode、ﾌﾞﾗｳｻﾞｰ・・・）
－ワーフローサーバー、ネットミーティング、メールサーバー
－データ共有（ＤＢＭＳ）

・その他要素
－OS（ＵＮＩＸ、WindowsーＮＴ、ＬＩＮＵＸ）

－運営（リモート障害監視、ｻｰﾊﾞｰ集中監視・・・）



補足： デジタル家電の動向
• デジタル技術を使った家庭用電気製品の総称。

（デジタルネットワーク家電、情報家電ともいう。）
・パソコン、 携帯情報端末／携帯電話（いずれ一体化）

・デジタルカメラ、薄型テレビ、ＤＶＤレコーダ（新３種の神器）

・デジタルテレビ（地上波デジタル化、２００６年～）

・ロボット掃除機、洗濯機、冷蔵庫、電子レンジ、エアコン・・・

・防犯機器ほか

現状は、・利用者のニーズよりも製品化が先行しており、普及は時期尚早

・日本だけ長引く不況に対し、産業界が家電の買いかえを呼びかけ

・ただし、条件が整えば、生活を一変させる可能性がある

・コンテンツ整備、著作権問題、規制緩和、通信費用の解決

・操作のしやすさ（音声応答）、故障自動回復、セキュリティ

（今のままであれば、消費者の生活費の増加、産業廃棄物が増える可能性。）



補足：パソコンとデジタル家電
・パソコン／デジタルテレビは、いずれ同一の機器になる。（同じ機能を持つ）

・ネットワークで結べば、どこからでも、いつでも操作が可能となる

・従来のコンテンツをデジタル変換する必要がある（カセット、ビデオ、ネガ、８ミリ）

（将来のイメージ）

携帯機器

家庭サーバー

・将来は、過去全ての番組

・全ての音楽、映画、

・全ての資料、

・全ての図書、

・操作マニュアル類なども

防犯機器

掃除機

洗濯機

・異常時は、 １１９、携帯に自動連絡

・コンテンツが充実すれば、録画、録音、
資料保管、図書保存は無用になる

（索引のみパソコンに残す）
・家電製品は、集中制御が可能となり、
外出時でも指示できるようになる。

・声で操作ができる。冷蔵庫

音響

電子レンジ

エアコン

テレビ

パソコン

ペットの餌やり

無線ＬＡＮ

（ブルートゥース ）

インターネット 現在

介護機器

医療機器



２．事例と留意点

２．１ ネットビジネスの事例
①書籍販売

・米国ではアマゾン・ドット・コム（新規）

・３５０万種類の在庫

・１０００万人以上の利用者

・日本では、紀伊国屋書店のＢＯＯＫ－Ｗｅｂ

など既存大手が進出。（丸善・・・）

・書籍情報サービスが充実

（類似検索、目次検索、著者紹介・・・）



②インターネット証券取引
・日本では、既に数十社が参入

（Ｅ＊トレード、松井証券、マネックス証券・・）

（野村ﾎｰﾑﾄﾚｰﾄﾞ、日興ﾋﾞｰﾝｽﾞ・・・）

・従来の手数料の十分の一が成功の秘訣

・投資周辺情報の提供が充実、ｉモードからも利用可能

・専業企業は、投資の大半がシステム化投資

・他に金融関係は、急速に利用者を伸ばしている

（オンライン銀行、オンライン保険）

（手数料の安さ、ホームバンキングサービス）

・いずれもセキュリティを工夫

（ログインＩＤ、ログインパスワード、取引パスワード、

取引の合言葉）



③電子モール街
・ショッピングモール、サイバーモール、バーチャルモール

（インターネット・ショッピングをする上での

デパートのようなもの）

・日本では既に数百もある。

（楽天市場、逸品コム、高島屋モール・・・）

・顧客からの信用が非常に重要（リピーター相手）

・出店には、信用維持のために厳格な審査あり

・不良品、不正があればモールから退場

・出店者が容易に仕組みを開発できるソフトを提供



④ポータル・ビジネス
・ｐｏｒｔ（港）、電子商取引の入口になるビジネス

（ヤフー、インフォシーク、ライコス、エキサイト・・・）

・通称、サーチエンジン

・利用者、アクセス数の多さが広告収益の決め手

・そのために、サーチエンジン以外の機能も充実

（ニュース、話題、株式情報、イベント情報、

生活情報、無料メール、無料掲示板、

オークション・・・）

・多種類の端末からも利用可能

（パソコン、携帯情報端末、ｉモード携帯、

ゲーム機、多機能テレビ）



⑤自動車販売
・購入希望情報の仲介の他にも、メーカーが自営

・商品情報提供、見積り、下取り価格、購入受付け）

・トヨタのｇａｚｏｏ、

・マツダのＷｅｂ ｔｕｎｅ Ｆａｃｔｏｒｙ

－ＢＴＯの一環としてシステム開発・導入

－カスタマイズ車両の受注が特徴

－開発期間は３ヶ月

－コンテンツ制作会社、ソフト会社で平行作業

－基幹の生産・物流システムとも連携して、

納期、進度情報提供

（http://www.w-tune.com/?m-wm ）



（例示）Ｗｅｂ ｔｕｎｅ Ｆａｃｔｏｒｙ

メインフレーム

車両情報
納期情報

本社

Ｗｅｂサーバー

ＤＢＤＢサーバー

ログ ﾃﾞｰﾀﾏｲﾆﾝｸﾞ

東京

専用線

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

お客様
販売店

・お客様：商品情報検索→商品選択（カスタマイズ）→販社見積り請求→販社商談予約

注文後は納期照会

・メーカー：お客様の要求→販社に伝達

・販売店：お客様の要求を検討（クレジット与信、見積り、商談予約）→都度、メールで回答

納期確定時にはメールで連絡



２．２ ネットビジネスの留意点
①成功のための工夫例

・ネット利用したほうが得をするような工夫

（安い、商品が豊富、特別商品、カスタマイズ）

・顔の見えないお客に安心感を与える

（丁寧な礼状メール、個客管理、商品検索のしやすさ）

（安全な代金決済方法の提示）

・デジタル商品／物品販売の区別

（おためし版／商品情報や映像で補完）

・有名Ｗｅｂサイトへの登録・掲載

・高速の検索（高速サーバー、２重化）

・多彩な利用端末

（ＰＣ、ｉモード、ゲーム機、パームトップ、ＴＶ）



（付）何を売りにするのか？

・特定のカテゴリーの商品を低価格で提供する。

・特定の顧客層に対して幅広く商品を提供する。

・幅広い顧客に対して、幅広い商品を提供する。

・消費者のための仲介コミュニティを創造する。

・商品販売のためのインフラを提供する。

・幅広い情報を提供するポータルサイトを目指す。



②法制度との関連

・関連する法規の遵守

－公序良俗、契約遵守、製造物責任

－消費者保護（プラーバシー保護法、クーリングオフ、

取消し・返品可能、訪問販売法）

－信用販売（割賦販売法）

－消費者金融（貸金業規制法、利息制限法）

－権利（商標保護、知的所有権、著作権、損害賠償）

－税法（課税、関税）

・整備中の法規

－電子認証／電子署名、電子マネー



③ビジネス方法の特許
・米国での初めての判例

－１９９７年１月、連邦巡回控訴裁判所
－シグナチャー・ファイナンシャル・グループの

ファンド投資に関するデータ処理システムの特許
－「ビジネスモデル特許」
－多くの批判があるが、これを前提に対応する必要

がある。
・日本での現状

－２０００年１０月、特許庁が、ホームページで公開

－「ビジネス方法の特許について」
－「「電子商取引関連技術」に関する横断的分類の新設 」
－ビジネス特許、ビジネスモデル特許などと言うこともあるが、

特許庁では、ビジネス方法の特許という表現に統一。
（ビジネス関連発明ということもある。）

－技術的側面、進歩性が必要要件



ビジネス方法の特許（続き）
・コンピュータにより実施されるビジネス方法が特許とされ
るためには、技術的側面が必要であり、人間によって実
施されていたことが既知である業務プロセスを、よく知ら
れた方法によって自動化しただけでは、特許とならない。

・計算機システムの適用される業務を日本標準産業分類
を参考として展開した業務別の展開。

－製造業(のための業務システム)、物流業、金融・

保険業など。

－新たなビジネス形態である「電子商取引技術」や

「支払い、決済技術」に関する展開。

・発注、生産、販売、仲介、決算など。



３．流通業での活用

①電子モール街への出店（小売業）

・地理的、規模などの面での不利益を克服

・費用負担（出店参加費用、売上のOO％）

・アイデア、商品次第で一気に拡販可能

②インターネット店舗（小売業、卸売業）

・地理的、規模などの面での不利益を克服

・システム開発費用の負担

・こだわり商品など根強いファンを開拓できる。



流通業での活用（続き）

③顧客の個人別管理が可能となる（小売業）

・連絡先（メールアドレスほか）が入手でき、

個人別にキメ細かなサービスが可能

（見合った商品紹介、アフターサービス）

・例示：好みの衣服の組合せ、

パソコンの仕様・構成の組合せなど

・いわゆるone to oneマーケッティング



④営業活動のモバイルコンピューティング化（卸売業）

・御用聞き、人間的つながりだけでは難しい時代
・顧客情報の収集、ターゲットの絞込、迅速な対応

が必要になってきており、モバイルコンピューティング
は有効な武器。

・客先で、迅速に商品仕様、競合状況、在庫状況、

納期、見積り提示、発注に即応できる。
・携帯パソコン、ﾊﾝﾄﾞﾍﾙﾄﾞﾊﾟｿｺﾝとＰＨＳの組合せ。
・社内のデータベースへのアクセス。

流通業での活用（続き）



４．流通業でのモデリング例
４．１ インターネット店舗システムのユースケース

消費者

商品ＤＢ

３．商品の選択

１．ＨＰの表示
２．１商品詳細情報表示

２．２他商品との比較表
２．商品の表示

４．商品の注文

５．必要項目入力

６．注文送信
７．受領通知、礼状発信

注文時の例

顧客管
理

注文処
理

左記２、３、４は
繰り返しあり



４．２ ネット営業の例（卸売業）
卸売業のモバイル営業システムのユースケース

営業員

商品ＤＢ商品情報の表示 商品仕様表示

競合商品との比較表
在庫状況の表示

商品の受注入力

受注控え発行

モバイル営業

在庫ＤＢ

注文処
理

見積り結果表示

納期の表示
納期計算

見積り計算
商品ＤＢ



事例： インターネット販売システム

消費者

本の注文画面

株式の注文画面

クルマの注文画面

消費者

消費者

本の注文処理システム

株券の注文処理システム

クルマの注文処理システム

例：

例：

例：

http://bookweb.kinokuniya.co.jp/

http://www.monex.co.jp/

http://www.w-tune.com/?m-wm

在庫管理

東証システム

販社システム

インターネットを企業の広報活動に使うだけでなく、

お客から直接に注文を受けるシステムに活用するケースが急速に増加している。



オンラインショッピングのＤＢ例

オンラインショッ
ピング・システ
ム データベース

“本の注文”

図書
ＤＢ

会員
ＤＢ

受注
ＤＢ

在庫
ＤＢ

発注
ＤＢ

配送
ＤＢ

販売
実績
ＤＢ

・・・



５．まとめとレポート課題
• 重要項目

－ネットビジネスの種類、機能

－ネットビジネスの留意点

・ レポート課題（Ａ４ｘ１、２枚）

自分なりに考えて、ネットを使った小売販売システム

のユースケース図・クラス図・シーケンス図を作成して

ください。

提出期限 次回授業の開始時

提出 レポート用紙またはメール



６．参考書、参照ＵＲＬ
・中桐紀幸、「即戦ＵＭＬモデリング」(ﾘｯｸﾃﾚｺﾑ)
・ ラーマン、「実践ＵＭＬ」（依田訳、ﾋﾟｱｿﾝ・ｴﾃﾞｭｹｰｼｮﾝ社）

• ﾌｧｳﾗｰ、ｽｺｯﾄ「ＵＭＬﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞのｴｯｾﾝｽ 第二版」
（羽生田訳、翔泳社）

・小山周三「よくわかる流通のしくみ」（西東社）

・波形克彦「新世紀を勝ち抜く「卸売業」の情報システム」

（経営情報出版社）

・波形克彦、小林勇治「小売業の情報システム活用の

具体策」（経林書房）
・ ｱｰｻｰｱﾝﾀﾞｰｾﾝ「図解 ｅビジネス」（東洋経済新報社）
・ 小尾敏夫「図説 デジタルネット産業革命」 （ＰＨＰ研究所）
・ 井上英也「エレクトロニック・コマース入門」（日経文庫）



参考になるＵＲＬ

・ http://www.ogis-ri.co.jp/otc/hiroba/index.html
オブジェクト広場

・ http://www.dsri-dcc.jp/rds/main.htm
流通システム開発センター

・ http://www.dei.or.jp/ 流通経済研究所
・ http://www.jipdec.jp/ 日本情報処理開発協会
・ http://www.ecom.jp/ecpc/ 電子商取引推進センター
・ http://www.ecom.or.jp/ 電子商取引推進協議会
・ http://www.ecom.jp/jedic/ ＥＤＩ推進協議会
・ http://gazoo.com/ トヨタ・ガズー
・ http://www.w-tune.com/home.html

マツダＷｅｂ ｔｕｎｅ Ｆａｃｔｏｒｙ
・ http://www.jpo.go.jp/techno/tokkyo.htm

特許庁・ビジネス方法の特許関連


